
平成３０年 ３ 月２９日

1 恵那市地域住宅等整備計画（恵那市地域住宅計画）
平成28年度　～　平成29年度　（2年間） 恵那市

・移住、定住促進のための住宅（若者住宅（恵那市単独整備）、特公賃住宅、地優賃住宅）に居住する子育て世帯（45歳以下）の割合。

（H28当初） － （H29末）
① 移住、定住促進のための住宅に居住する子育て世帯の割合  　

（子育て世帯の割合）＝（子育て世帯数）／（全入居世帯数）　（％）

事　後　評　価　

○事後評価の実施体制、実施時期

平成３０年３月実施

恵那市ホームページで公表を行なう。

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H28 H29

1-A1-1 住宅 一般 恵那市 直接 恵那市 恵那市 0

合計 0

●恵那市地域住宅計画は、恵那市の第２次総合計画における「安心して暮らす・日々の暮らしを守る」への取り組みの一端として位置づけ、次の目標を定める。
１．人口減少対策プロジェクトとして、移住・定住対策のための住宅施策の推進。
２．地域バランスを考慮した老朽化住宅の除却や、ストックの機能向上改善、バリアフリー化を推進し、公的賃貸住宅ストックの効率的且つ経済的な提供を図り、地域づくりにつながる住環境向上を実現する。

省略工種

全て省略

要素となる事業名 事業内容

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

0 Ａ 0 Ｂ － Ｃ

事後評価の実施時期

公表の方法

地域優良賃貸住宅（公共
供給型）12戸の整備

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

－
効果促進事業費の割合

0.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価の実施体制

恵那市において評価を行なった。

公営住宅整備事業等
（地域優良賃貸住宅整備事業）

                      社会資本総合整備計画   　事後評価書
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者 市町村名
全体事業費
（百万円）

88.80% 91.80%

全体事業費



２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・事業を全て取り止めたため、効果は無い。
Ⅰ定量的指標に関連する ・家賃の減免等の影響により、子育て世帯の割合が増えたため、目標を達成できた。
　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 91.80%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 94.44%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

指標①（移住、
定住促進のため
の住宅に居住す
る子育て世帯の
割合）


